蓮田市の境界標の管理保全に関する要綱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年２月２２日　　市長決裁

（趣旨）
第１条　この要綱は、蓮田市が管理する道路、水路、堤とう敷等の境界（以下「境界」という。）に設置されている境界標の保全について、必要な事項を定めるものとする。
（用語の定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）境界標　境界の位置を示すコンクリート杭、プラスチック杭、プレート、鋲、刻み等をいう。
（２）境界測量図　トランシット方式により境界標の位置の測量を行い、その成果を電子計算機で処理し、境界標の有無、種別、杭間距離、幅員等を記入したものをいう。
（３）境界標の復元　境界標を測量成果に基づき元の位置に戻すことをいう。　
（４）境界標の保全　境界標の滅失並びに位置及び高さの変動がないよう保全することをいう。
（５）測量業者　測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１０条の３に規定する測量業者のうち、市の測量に係る有資格業者名簿に登載されているものをいう。
（適用範囲）
第３条　この要綱の適用を受ける工事は、道路に関する工事、道路の占用に関する工事、水路工事、建築工事等で、境界標を一時撤去する工事及び境界標の位置に変動が生じる可能性のある工事（以下「工事」という。」とする。
（境界標の保全措置）

第４条　工事の発注者及びその工事の請負人は、工事の施工により境界標を滅失し、損傷する等、境界標の効用を害することのないよう境界標を保全するための措置を講じなければならない。
（工事施工の届出）

第５条　境界標の保全に影響を及ぼす恐れのある工事の発注者は、あらかじめ道路課長に申し出なければならない。

２　道路課長は、前項の申し出を受けたときは、当該工事の発注者又はその工事の請負人に対し、当該工事の施工に関し境界標を保全するため、必要な措置を講ずることを指示することができる。
（境界標の調査報告）
第６条　前条第１項の工事の発注者は、境界標事前調査報告書（第１号様式）を道路課長に施工前に提出しなければならない。

（境界標の復元）

第７条　工事の発注者は、工事により境界標を滅失し、損傷するなど、境界標の効用を害したときは、蓮田市公共測量作業規程に準じて、当該境界標を復元しなければならない。

（関係土地所有者の立会い）
第８条 工事の発注者は、工事を施工する区域の境界標に接する土地所有者（以下「関係土地所有者」という。）の同意の下に、工事施工に伴う境界標の一時撤去及び復元を行わなければならない。
（境界標復元完了報告）
第９条　工事の発注者は、境界標の復元を完了した場合は、速やかに境界標一時移転・復元完了報告書（第２号様式）を道路課長に提出しなければならない。
（測量業者）

第１０条　工事の発注者は、第７条の規定により境界標の移転等を行う場合及び前条の規定により境界標を原状に回復する場合は、測量業者に施工させなければならない。ただし、道路課長がこれらの測量業者以外の者に施工させても支障がないと認める場合は、この限りでない。

（費用負担）
第１１条　工事に伴う境界標の保全に要する費用は、当該工事の発注者が負担しなければならない。ただし、別に協議による場合は、この限りでない。
（協議等）
第１２条　工事の発注者は、この要綱に定めのない事項等が生じたときはその都度、道路課長と協議し、その指示を受けなければならない。
附　則
この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。












